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「健やか親子２１（第２次）」について 検討会報告書（概要） 

 

Ⅰ はじめに 

○ 「健やか親子２１」（計画期間：平成 13 年から平成 26 年まで）は、21 世紀の母子 

保健の主要な取組を提示するビジョンであり、関係者、関係機関・団体が一体となっ

て、その達成に向けて取り組む国民運動計画として、「健康日本２１」の一翼を担う

ものである。 

〇 平成25年11月にとりまとめた最終評価報告書で示された今後の課題や提言をもと

に、平成 27 年度から始まる「健やか親子２１（第２次）」について、６回にわたる検

討会で議論を進め、平成 26 年３月に検討会報告書をとりまとめた。 

 

Ⅱ 「健やか親子２１（第２次）」の基本的な考え方 

１ 基本的視点 

〇 指標の設定は、下記の観点から行った。 

・今まで努力したが達成（改善）できなかったもの（例：思春期保健対策） 

・今後も引き続き維持していく必要があるもの（例：乳幼児健康診査事業等の母子保健水準の維持） 

・21世紀の新たな課題として取り組む必要のあるもの（例：児童虐待防止対策） 

・改善したが指標から外すことで悪化する可能性のあるもの（例：喫煙・飲酒対策） 

２ 10 年後に目指す姿 

〇 日本全国どこで生まれても、一定の質の母子保健サービスが受けられ、かつ生命

が守られるという地域間での健康格差を解消すること。 

〇 疾病や障害、経済状態等の個人や家庭環境の違い、多様性を認識した母子保健サ

ービスを展開すること。 

〇 上記２点から、10 年後の目指す姿を「すべての子どもが健やかに育つ社会」とし

た。 

３ 課題の構成 

〇 「すべての子どもが健やかに育つ社会」の 10 年後の実現に向け、３つの基盤とな

る課題と２つの重点的な課題を設定した（図１、表１）。 

〇 まず、３つの基盤課題のうち、基盤課題Ａと基盤課題Ｂには従来から取り組んで

きたが引き続き改善が必要な課題や、少子化や家族形態の多様化等を背景として新

たに出現してきた課題があり、ライフステージを通してこれらの課題の解決を図る

ことを目指す。また、基盤課題Ｃは、基盤課題Ａと基盤課題Ｂを広く下支えする環

境づくりを目指すための課題として設定した。 

〇 次に、２つの重点課題は、様々ある母子保健課題の中でも、基盤課題Ａ～Ｃでの

取組をより一歩進めた形で重点的に取り組む必要があるものとして設定した。 

  



図１ 健やか親子２１（第２次） イメージ図 

 

 

表１ 「健やか親子２１（第２次）」における課題の概要 

 



Ⅲ 目標の設定 

〇 現計画の指標をもとに、「健康水準の指標」、「健康行動の指標」、「環境整備の指標」

の三段階に整理した。また、現計画において目標を達成したと評価したもの等を「参

考とする指標」として設定し、具体的な目標値を設けないものの、データの推移等を

継続的に注視する指標とした。 

〇 現計画では、目標を設けた指標が 69 指標 74 項目と多かったため、達成状況や現状

を踏まえ見直しを行い、目標を設けた 52 の指標（うち再掲２指標を含む）と、目標

を設けない参考とする指標として 28 の指標を設定した。 

〇 目標値の設定にあたっては、既存の統計調査から現状や今後の推移の見通し等の分

析を行い、向こう 10 年間で取組が着実に促されるよう段階的な目標設定を行った。

なお、既存の調査がない指標については、今後出来るだけ速やかに調査研究等を行い、

ベースライン値及び目標値を設定する。 

 

Ⅳ 国民運動計画としての取組の充実に向けて 

１ 国民の主体的取組の推進 

 すべての子どもが健やかな生活を送ることができるよう、国民一人ひとりが、親子を取り

巻く温かな環境づくりへの関心と理解を深め、主体的に取り組むこと。 

２ 「健やか親子２１」推進協議会及び各参画団体の活動の更なる活性化 

 課題の達成に向け、取組を推進する団体等が活動しやすく、連携しやすい柔軟な仕組みを

取り入れることや、学術団体や職能団体などと連携した取組を推進すること。 

３ 企業や学術団体等との連携、協働による取組推進の体制づくり 

 子育て等に関連する事業を展開する企業や学術団体等と連携した普及啓発活動を行うこと。

また、参画する企業にとっても、広報活動や社会貢献に繋がる仕組みを検討すること。 

４ 国及び地方公共団体における取組の推進 

  －健康格差の解消に向けて国・都道府県・市町村に求められる役割－ 

〇 計画期間と達成すべき具体的課題を明確にした目標を設定し、「①地域の現状等の把握（情

報収集）→②課題の抽出→③改善策の検討→④改善策の実行」というＰＤＣＡサイクルで母

子保健事業を実施し、評価する仕組みが必要であること。 

〇 国は、全国的な母子保健水準や母子保健事業の実施状況等を評価するための目標を設定し、

広く関係者等に対して、その目標を周知すること。 

〇 都道府県は、県内の課題の把握等を広域的かつ専門的な立場から行い、都道府県母子保健

計画を策定し、課題解決に向けて、県内の地方公共団体間の役割分担や関係機関等との連携

強化について中心的な役割を果たすこと。 

〇 県型保健所は、地域保健における広域的、専門的かつ技術的拠点であり、管内市町村にお

ける事業評価及び改善を円滑に進めるために、積極的に協力・支援に取り組むこと。 

〇 市町村は母子保健事業の主たる実施者として、関連部署や関係機関等と連携し、個々の状

況に応じたきめ細かな支援を行い、把握した情報等から課題の明確化や対応策の検討を行い、

事業に反映すること。指定都市・中核市の場合は、県型保健所の役割も同時に担うことにな

るが、より広域的な事業評価等を行っていくために、都道府県と連携すること。 


